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請願第33号 

 

請   願   書 

 

令和４年３月４日 

 

郡山市議会議長 

塩 田 義 智 様 

 

郡山市虎丸町７-７ 

日本労働組合総連合会 

福島県連合会郡山地区連合会 

議 長  小 林 伸 吾 

                  

紹介議員  吉 田 公 男 

      渡 部 龍 治 

      箭 内 好 彦 

蛇 石 郁 子 

      飯 塚 裕 一 

      廣 田 耕 一 

      高 橋 善 治 

      諸 越   裕 

      大 城 宏 之 

 

福島県最低賃金の引き上げと早期発効を求める意見書提出について 

 

［請願趣旨］ 

福島県内の新型コロナ感染は、感染力が強いオミクロン株の猛威による「第６波」

から、医療提供体制のひっ迫度合の増加とともに、長期化による県内の雇用や労働

環境等にも大きな影響を与えています。 

一方で、福島県では、少子高齢化と人口の減少・流出が進み、震災当時と比較し

て生産年齢人口は約20万人も減少し、人手不足を補うための外国人労働者数も増加

傾向にあります。加えて、障がい者雇用数も全国平均を上回り、パート労働者、契

約社員・派遣社員などの非正規労働者は雇用全体の約４割を占めるなど雇用形態の

多様化も進んでいます。勤労意欲喚起による生産性向上と社会の格差是正を目的と
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した、政府の同一労働同一賃金の趣旨に鑑み、コロナ感染の影響を見据えたセーフ

ティネットの強化策及び人口流出抑制策としても最低賃金引き上げと早期発効は喫

緊の政策でもあります。 

つきましては、「賃金の経済政策」としての最低賃金引き上げの重要性を強く意識

し、以下の事項について、地方自治法第99条の規定により、国に対して、意見書を

提出されるよう請願いたします。 

 

［請願事項］ 

１ 福島県最低賃金は、毎年年率３％程度を目途に引き上げを図ること。 

特に、日本は20年以上も賃金の低下傾向が続き、先進国で取り残されている状

況を踏まえるとともに、2021年５月の経済財政諮問会議で、早期に最低賃金全国

平均1,000円引き上げを目指すとした政府の積極姿勢を重く受け止めていただきた

い。 

２ 中小企業等が最低賃金引き上げ原資捻出のため、価格転嫁を始めとした環境整

備の充実、強化を図ること。 

３ 最低賃金引き上げは賃金の多寡と人口移動の相関関係も示されており、労働力

確保や人口流出抑制等も多様な政策誘導として取り組むこと。 

４ 福島県最低賃金の改定諮問時期は、労働者間の均衡や景気への影響も考慮し、

可能な限り早め早期の発効に努めること。 
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請願第34号 

 

請   願   書 

 

令和４年３月７日 

 

郡山市議会議長 

塩 田 義 智 様 

 

伊達市月舘町糠田字上ノ内39 

羽 賀 美 樹    

 

                 郡山市堤三丁目106 

                      三島木 敏 子    

 

紹介議員 吉 田 公 男 

     箭 内 好 彦 

     蛇 石 郁 子 

飯 塚 裕 一 

     高 橋 善 治 

     小 島 寛 子 

 

選択的夫婦別姓制度についての議論を求める意見書を提出することを

求める請願 

 

［請願趣旨］ 

 平成30年２月に内閣府が公表した世論調査において、夫婦同姓も夫婦別姓も選べ

る選択的夫婦別氏（姓）制度の導入に賛成または容認すると答えた国民は66.9％で

あり、反対の29.3％を大きく上回ったことが明らかになりました。 

 しかし、現行の民法では、婚姻時に夫婦のいずれか一方が姓を改めることと規定

しています。このため、社会的な信用と実績を築いた人が望まない改姓をすること

で、自己同一性を喪失し苦痛を伴う、一部の資格証では旧姓の使用が認められない、

姓を維持するために法的な保障の少ない事実婚を選択せざるを得ないなどの問題が

生じています。 

 また、平成27年12月の最高裁判決に引き続き、令和３年６月の最高裁決定におい

ても、夫婦同姓規定が合憲とされる一方、夫婦の氏に関する制度の在り方について
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は、国会で論ぜられ、判断されるべきであるとされたところですが、依然として国

会での議論は進んでいない状況です。 

 国際的に見て、日本のジェンダーギャップ指数が先進国の中で最低レベルになっ

た要因の一つとして、現行の夫婦同姓制度が挙げられており、海外における女性の

活躍のみならず、生活上の困難も問題となっております。 

 しかしながら、導入を望む声が高まる一方で、現段階において、様々な問題も生

じるといった意見もあり、十分な議論が求められております。 

つきましては、以下の事項について、地方自治法第99条の規定により、国に対し

て、意見書を提出されるよう請願いたします。 

 

［請願事項］ 

選択的夫婦別姓制度について、社会情勢を踏まえた上で、議論を行うこと。 
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請願第35号 

 

請   願   書 

 

令和４年３月７日 

 

郡山市議会議長 

塩 田 義 智 様 

 

郡山市朝日一丁目10-11 

郡山五中ＯＢＧ有志の会 

代  表  増 子 英 一 

                  

                 郡山市緑ケ丘東八丁目10-２ 

                 郡山市革新懇 

                 代  表  菅 原 信 正 

                  

郡山市小原田二丁目23-15 

郡山復興共同センター 

代  表  伊 藤   洋 

 

郡山市柏山町11 

これ以上海を汚すな市民会議 

郡山代表  郷 田 み ほ 

 

郡山市桑野二丁目25-16 

社会民主党郡山総支部 

代  表  横 山 慎 一 

 

郡山市虎丸町７-７ 

郡山地方労平和フォーラム 

議  長  鈴 木 浩 行 

 

郡山市静町25-４  

福島県退職職員協議会郡山支部 

代  表  伊左治 満 治 
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郡山市桑野二丁目33-９ 

福島県教職員組合郡山支部 

支 部 長  佐 藤 禎 仁 

 

郡山市柏山町11 

市民立法「チェルノブイリ法日本版」を 

つくる郡山の会 

共同代表  黒 田 節 子 

      郷 田 み ほ 

 

紹介議員  吉 田 公 男 

      箭 内 好 彦 

      蛇 石 郁 子 

      岡 田 哲 夫 

      八重樫 小代子 

      

ＡＬＰＳ処理水の海洋放出設備に関する「事前了解願」に係る意見書

を福島県に提出する請願 

 

［請願趣旨］ 

昨年12月21日、東京電力は、「ＡＬＰＳ処理水希釈放出設備及び関連施設の基本

設計等」について、「福島第一原子力発電所特定原子力施設に係る実施計画変更認可

申請書」を原子力規制委員会に申請し、福島県、大熊町、双葉町に対し、「事前了解

願」を提出しました。 

これに対し、マスコミは「放出ありき、見切り発車」「県内首長が国に不快感」と

報じ、県漁連会長が「われわれが反対している中で進んでいくのは非常に不満」と

表明したのをはじめ、いわき市長や県内首長も「説明と議論の不足の中での申請」

だと談話を発表しています。県内外世論は、福島県漁連、農林業、小売業、消費者

各団が関係者との約束を反故にして海洋放出に突き進むことに反対及び慎重意見で

す。 

さらに、東京電力においては、柏崎刈羽原発でのテロ対策不備問題や福島第一原

発でのＡＬＰＳの排気フィルター破損に対し原因究明を行わないまま運転を続けた

問題、凍土遮水壁の一部が解け地下水が流入した問題、デブリ取り出し作業の度重

なる延期など、一連の不祥事、トラブルは経営能力を根底から疑わせるものであり、

到底、処理水の海洋放出を担わせることはできない企業であるとの声は高まるばか
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りです。 

東京電力は、県及び大熊、双葉両町に事前了解を得る手続きを経て今年６月にも

関連設備工事に着手をするとしています。県は、このような方針を容認せず、改め

て被災県民に寄り添い、納得いく説明と国民的議論を政府に求めるとともに東京電

力には毅然とした態度を示すべきです。 

漁連をはじめとする関係者及び県民の同意がない現状の下で、安全面や海洋への

影響を深く広く検討しないままに放出設備の「事前了解願」を県が受け入れてはな

らないと考えます。以上の観点からＡＬＰＳ処理水放出設備に関する「事前了解願」

に係る以下の事項について、地方自治法第99条の規定により、福島県に対して、意

見書を提出されるよう請願いたします。 

 

［請願事項］ 

ＡＬＰＳ処理水放出設備に関する「事前了解願」に係る意見書を福島県に提出す

ること。 
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請願第36号 

 

請   願   書 

 

令和４年３月７日 

 

郡山市議会議長 

塩 田 義 智 様 

 

郡山市島二丁目９-18 

郡山医療生活協同組合 

理 事 長  坪 井 正 夫 

                  

紹介議員  吉 田 公 男 

      箭 内 好 彦 

      蛇 石 郁 子 

      岡 田 哲 夫 

      八重樫 小代子 

      

保険調剤薬局への無料低額診療事業に関する請願書 

 

［請願趣旨］ 

わが国は国民皆保険制度にもかかわらず、経済的な理由で十分に医療にかかれな

い方も少なくありません。そのような方に対しては、社会福祉法第２条３項９の「生

活困窮者に対して無料又は低額な料金で診療を行う事業」（無料低額診療事業)を実

施している医療機関において診療を受けることができます。 

郡山市においては、桑野協立病院・寿泉堂綜合病院・坪井病院・針生ヶ丘病院・

星ヶ丘病院・星総合病院の６病院が実施（郡山市ＨＰ）しております。 

しかし、医薬分業が普及している現在において、保険調剤薬局は無料低額診療事

業の対象事業所になれないことから、院外処方箋を発行する無料低額診療事業の医

療機関を受診した患者の薬代の窓口負担は、その対象になっていません。 

つきましては、院外処方箋の交付を受けた患者においても安心して無料低額診療

事業が受けられるよう、以下の事項について、地方自治法第99条の規定により、国

に対して、意見書を提出されるよう請願いたします。 
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［請願事項］ 

貴議会より国に対して保険調剤薬局も無料低額診療事業の対象とするよう意見書

を提出してほしいこと。 

 


